
令和５年度 居宅介護支援部会 事業報告 

１ 定例会 

開催日時 

会場 
内 容 

参加

者数 

4月 足立区介護サービス事業者連絡協議会 総会（書面決議） - 

5月 29日（月） 

18：00～20：00 

オンライン 

「令和 5年度の主な福祉行政について 

～令和 6年度制度改正を見据えて現状理解を深める～」 

講 師：足立区介護保険課 介護保険係長 塙 知巳 様 

 足立区地域包括ケア推進課長 瀬崎 正人 様 

 足立区高齢福祉課長  太田 照生 様 

 足立福祉事務所長  千ヶ崎 嘉彦 様 

133 

7月 24日（月）

18:00～20:00 

ギャラクシティ多目

的室＆オンライン 

「他機関と連携を図り、チームケアを構築していこう！ 

～ＭＣＳの活用や介護扶助について理解を深める～」 

講 師：足立区医師会 事務局 医療連携支援室 滝沢 仁 様 

 足立福祉事務所生活保護指導課 介護扶助適正化管理専門員 

 有坂 フミ子 様 

138 

講師都合により 

動画オンデマンド

視聴 

★区と共催 

「ACP と緩和ケア」 

講 師：医療法人社団 宏心会 訪問看護ステーション「樹」 

所長 小林 真紀 様 

148 

10月 30日（月） 

18：00～19：00 

オンライン 

「足立区居宅介護支援部会作成『自然災害発生時における業務継続計画』に

ついて」 

講 師：足立区居宅介護支援部会 災害対策検討委員会 

 委員長 岩田 有佳乃 様 

 （東京都介護支援専門員協会 理事 災害対策委員会担当） 

145 

11月 27日（月） 

18：00～20：30 

ギャラクシティ多目

的室＆オンライン 

「災害に備えよ（う）！平時の備え、発災時の動き、復興に向けて 

～実践者と共に考える～」 

講 師：岩手県災害派遣福祉チーム研修検討メンバー・チーム員 

 指定居宅介護支援事業所はる 所長兼主任介護支援専門員 

 千葉 正道 様 

 有限会社居宅支援事業所・青い鳥 代表取締役  

 主任介護支援専門員 眞鍋 幸子 様 

73 

2月 27日（火） 

13：30～16：30 

庁舎ホール 

★区と共催 

具体的な事例からみる高齢者虐待 

～これってもしかして虐待？日常生活に潜む虐待の芽〜 

講 師：公益財団法人東京都福祉保健財団 人材養成部福祉人材養成室 

 権利擁護相談担当主査 髙橋 智子 様 

220 

3月 25日（月） 

18：00～20：00 

ギャラクシティ多目

的室 

「足立区の社会資源を知ろう」～地域支え合い推進員から見えたもの～ 

講 師：基幹地域包括支援センター 地域福祉課 垣本 善孝 様 
 

 

  



２ 役員会議等 

・正副役員会 5回 

・役員会 3回 

・多職種連携世話人打合せ 1回 

・研修委員会 7回 

・災害対策委員会 8回 

・介護支援専門員 3団体情報交換会 4 回 

 

３ 参加委員会・会議等 

 足立区地域包括ケアシステム推進会議及び医療介護連携推進部会・地域包括支援センター運営協議部

会 

 地域保健福祉推進協議会及び介護保険障害福祉専門部会・地域保健福祉計画策定部会 

 足立区医療・介護の連携に係る研修カリキュラム検討委員会および多職種連携ブロック世話人会 

 足立区多職種連携研修会 

 医療介護スキルアップ研修会 

 すこやかプラザ活用検討会 

 認知症疾患医療・介護連携協議会（区東北部医療圏） 

 高齢者虐待防止ネットワーク運営委員会 

 生活支援サポーター養成研修への講師派遣 

 足立区介護保険認定審査会 

 地域包括支援センター一ツ家地域ケア検討会 

 CMAT第三ブロックおよび全体会（地域連携、災害対策委員会） 

 行政懇談会 

 足立区総合事業サービス検討会 

 

 

４ 総括 

新しい役員体制で迎えた今年度、医療をはじめとする多職種、他機関との連携を深める研修等を数多く

設ける事が出来ました。特に足立区における医療介護連携の柱となる事業である、スキルアップ研修および

多職種連携研修に委員として、また圏域毎の活動に世話人として企画段階から参画し、中心的な役割を担う

形となりました。 

研修においては複数回ハイブリッド型で開催し、概ね好評を得る事ができ役員、事務局の運営スキル向

上にも繋がりました。災害対策においてはＢＣＰ策定義務化の期限が迫る中、部会版のテンプレートをリリー

スするなど一定の成果を挙げる事が出来ました。 

喫緊の課題として、全国的にケアマネ不足が叫ばれる中で足立区においてもケアマネ難民を出さない為

に、ケアマネジャーの人材確保および育成、また業務の効率化、生産性の向上等に強い問題意識を感じる

年度となりました。 

 


